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セミナー開催報告
 「注目すべきインドの発展と
科学技術との関係を探るセミナー」
　文部科学省科学技術政策研究所は駐日インド大使館との共催で、2006 年３月 30 日に
六本木アカデミーヒルズにおいて「注目すべきインドの発展と科学技術との関係を探る
セミナー」を開催した。近年話題となっている BRICs 諸国、特に大きく変化しつつあ
るインドは世界各国が注目するところとなっている。今回のセミナーは、駐日インド大
使館のご協力を得て、インドからの招聘者を含めた各講師にインドの科学技術とそれを
取り巻く環境についての講演をいただき、情報の不足しているインドの科学技術の最新
事情を知ることを目的とした。本セミナーには、この話題に関心を持つ研究者・技術者
および行政関係者など約 110 名が参加した。
　セミナープログラムの第１部では、駐日インド大使館のA. K. Thakur 公使から「イ
ンド経済の大きな変化」について、また、V. Shanker 科学技術参事官から「インドの
科学技術全般」に関しての講演がなされた。第２部では、インド情報通信省国立情報
学センター副所長 B. K. Gairola 氏から「インドの ICTにおける教育・研究開発・その
利用」について、拓殖大学大学院国際協力学研究科小島眞教授から「インドの人材活用
と日印関係の拡大の可能性」について、また、インド工科大学デリー校数学科長の B. 
Chandra 教授から「インドにおける数学教育と研究」についての講演があった。さらに
第３部では、キタテック社のH. Obrai 社長からインドで ITに次ぐ新興産業となってい
る「バイオテクノロジー産業の概観」について、科学技術政策研究所桑原輝隆総務研究
官から「論文分析に見るインドの科学技術の動き」について、また、インド科学技術省
から竹応用ミッションディレクターに任命されているV. S. Oberoi 氏から「竹の応用に
関する学際的な研究開発」についての講演があった。インドでは、国の長期ビジョンと
して「India Vision 2020」がまとめられ、それを目指すうえで具体的な学際的プロジェ
クトを進めようとしており、この竹応用プロジェクトもそのひとつである。
　また、特に今回のセミナーでは、近年注目されているインドの ICT産業やバイオ産
業の大きな発展が、かつてインドから米国へ渡った留学生がもたらした米印間の人的交
流効果に依るものであることが明らかにされた。インドから日本への留学生数の異常な
少なさが続くようでは、科学技術の日印交流が自然に増加していく可能性は極めて低く、
この点については具体的促進策を考えていくべきであろう。また、今後の日印間では、
両国の強みに補完関係があることに注目した交流強化が望ましい方向性と考えられる。
セミナー報告
概　要
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　文部科学省科学技術政策研究所
は駐日インド大使館との共催で、
2006 年３月 30日に六本木アカデ
ミーヒルズにおいて「注目すべき
インドの発展と科学技術との関係
を探るセミナー」を開催した。近
年話題となっているBRICs 諸国、
特に大きく変化しつつあるインド
は世界各国が注目するところとな
っている。今回のセミナーは、駐
日インド大使館のご協力を得て、
インドからの招聘者を含めた各講
師にインドの科学技術とそれを取
り巻く環境についての講演をいた
だき、インドの最新事情を知るこ
とを目的とした。インドに関する
最近のレポートの多くは、近年の
インドの大きな経済的変化を伝え
ているものの、その変化の要因は
まだ十分に分析されていない。ま
た、特に科学技術に関しては、中
国などの他のアジア各国に比べ
て、インドに関する情報が圧倒的
に少ない。
　本セミナーには、この話題に関
心を持つ研究者・技術者および行
政関係者など約110名が参加した。
冒頭、科学技術政策研究所國谷実
所長から「インドの目覚しい発展
と科学技術との関係について知る
機会がこれまではほとんど無く、
本セミナーを機会に交流が促進さ
れることを期待している」との開
催挨拶があり、次いで科学技術政
策研究所奥和田久美上席研究官か
ら、セミナー聴講の手引きとして
インドに関する基礎データが紹介
された。
　セミナープログラムの第１部
では、駐日インド大使館のA. K. 
Thakur 公使から「インド経済の
大きな変化」について、また、V. 
Shanker 科学技術参事官から「イ
ンドの科学技術全般」に関して
の講演がなされた。第２部では、
インド情報通信省国立情報学セ
ンター副所長 B. K. Gairola 氏か
ら「インドの ICTにおける教育・
研究開発・その利用」について、
拓殖大学大学院国際協力学研究
科小島眞教授から「インドの人材
活用と日印関係の拡大の可能性」
について、また、インド工科大学
デリー校数学科長の B. Chandra
教授から「インドにおける数学
教育と研究」についての講演があ
った。さらに第３部では、キタテ
ック社のH. Obrai 社長からイン
ドで ITに次ぐ新興産業となって
いる「バイオテクノロジー産業の
概観」について、科学技術政策研
究所桑原輝隆総務研究官から「論
文分析に見るインドの科学技術の
動き」について、また、インド科
学技術省から竹応用ミッションデ
ィレクターに任命されているV. S. 
Oberoi 氏から「竹の応用に関する
学際的な研究開発」についての講
演があった。
　最後に、科学技術政策研究所國
谷実所長からの閉会挨拶として、
日印関係の次のステップへの期待
とともに、特に「インドから日本
への留学生が非常に少ないことに
ついては対策を考えていくべきで
あろう」との意見が述べられた。ま
た、セミナー後のレセプションでも、
インド人参加者も含めてディスカ
ッションが続けられた。
　ここでは各講演の論旨を記す。
各講演のプレゼンテーション資料
については報告書１）をご覧いただ
きたい。
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図表１　インドに関する基礎データ
正式国名：インド共和国（Republic of India）
蘆議会制の政治体制を採用（二院制）
蘆 25の州および中央政府に管理された７つのユニオン領地の連邦
大統領：アブドゥルカラム
副大統領：バイロン・シン・セカワット
首相：マンモハン・シン
面積：3,287,263km2
首都：ニューデリー（New Delhi）
人口：約10億 8000万人
公用語：ヒンディー語。英語も日常的に使用
通貨：１ルピー＝100イサ
経済指標：GDP：約 1.5 兆 US$（購買力平価）、GDP成長率：約７％
主要貿易相手国（2004年）
輸出：米国、UAE、中国、シンガポール、香港、英国…（日本は10位）
輸入：中国、米国、スイス、UAE、ベルギー、独…（日本は 10位）
インド人のノーベル賞受賞者： ７人（生理学・医学賞１、物理学賞２、経済学賞１、
文学賞２、平和賞１）
■日印関係
日本との時差：－3.5時間
為替レート：１ルピー＝約2.6円（2006年３月現在）
最近の日本の要人のインド訪問
2005年： 小泉総理・麻生総務相・谷垣財務相・中川経産相・竹中金融担当相・川
口総理補佐官・谷川外務副大臣・福島外務大臣政務官
2006年：麻生外相
日印二国間条約・取極： 平和条約、航空協定、文化協定、通商協定、租税協定、科
学技術協力協定等
外務省ホームページなどから抜粋
　以降の各講演を理解するための
基礎データとして、図表１および
２が紹介された。国土面積および
人口とも日本の約９倍であること
を念頭におくと、インドのスケー
ルを理解しやすい。日印科学技術
協力協定は1985年に締結されてい
る。また近年は、首相をはじめ日
本の要人がインドを訪問する機会
も増え、日印の科学技術に関する
パートナーシップ強化の方向性が
示されている２）。
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図表２　インド共和国とその周辺国
３‐１
インド経済の大きな変化
Mr. A. K. Thakur
駐日インド大使館公使
（経済・商務）
　インド経済は着実に成長してい
る。独立後 30年間の民主主義国
家としての産業基盤への公共投資
と1980年代の経済改革の結果とし
て、80 年代以降、GDPの伸び率
が急速に向上し、現在は 7.5％程
度を達成、今後、10％程度まで上
がることも予測されている。国民
一人当たりの所得および貯蓄も80
年代後半から順調な成長を示し、
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90年以降は国内の投資・貯蓄も安
定して、対GDP比 20％以上とい
う水準を維持している。これが国
内の大きな投資資金へと循環し、
大きな国内市場の形成へとつな
がっている。すでに中所得層が約
３億人規模に達し、年７～８％で
増加しており、これが海外の投資
国から見て魅力となる大きな成長
市場を提供している。開放経済と
効率的な金融部門が信頼され、国
外からの投資も盛んになり、この
１年半の間に日本からの証券投資
も急激に増加した。輸出入は2000
年代に入って増加したが、経済が
成長中であるため、特に輸入の増
加が顕著であり、今後しばらくこ
の傾向が続くと予想される。イン
ド経済では、特にサービス産業が
大きな成長を遂げており、最近は
それが製造業の伸びも牽引する形
になっているのが健全な変化であ
る。また、人口動態的に若い国で
あり、国民の半数（約５億人）が
25 歳以下であることにより、高
齢化の進む他の国々とは補完関係
を築きうるであろう。しかも、相
対的に割安ながら優秀な頭脳を持
ち、スキルが高く英語が堪能な人
材が豊富である、という強みも持
っている。今後の日印関係の拡大
は大歓迎であり、特に、インド国
内に、制約のほとんど無い経済特
区（SEZ）を数多く設ける計画に
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対して、日本からの多くの投資を
期待している。
３‐２
インドの科学技術について
Dr. V. Shanker
駐日インド大使館参事官
（科学技術）
　紀元前 2500 年頃のインダス文
明から始まるインドの歴史では、
紀元前700年頃には、60科目以上
を学べる、学生数 10,000 人以上の
大学が存在していた。紀元前から
医学・冶金学が発達し、また、数学・
天文学などの基本概念にも偉大な
科学者を出して、ゼロの概念や円
周率πの正確な値を導いた。現在
もその伝統は続いており、物理や
宇宙の進化論などで革新的な科学
者を数多く輩出している。1947年
の独立後、50 年の間に徐々に社
会基盤が整備され、海外依存を小
さくする努力がなされてきた。現
在、国連の定義上ではまだ発展途
上国であるが、英国連邦諸国にお
いては、すでに科学先進国と見な
されている。科学技術指標として
は、科学技術人材が約 1,000 万人、
このうち研究開発人材は約 30万
人（そのうち女性は３％程度）で
ある。年間の研究開発支出は 44
億US＄相当（2004 ～ 05年）で、
これは対GNP比 0.83％に当たり、
そのうち政府出資比率は約84％で
ある。日本を含む 56カ国と２国
間協力を提携しており、地域協力
や多国間協力も進めている。
　将来の科学技術の方向性を示
すため、インド政府は「Science 
& Technology Policy 2003」３） を
発表した。インドの現在の科学技
術体制は図表３、主要政府機関は
図表４で表される。科学技術関連
政府機関のなかで研究開発におけ
る中心的役割を担っているのが、
1971 年設立の科学技術省科学技
術局（Department of Science & 
Technology：DST）である。国
の長期ビジョンとしては「India 
Vision 2020」４）がまとめられ、こ
れに基づいて、DST の情報技
術予測評価委員会（Technology 
Information, Forecasting & 
Assessment Council：TIFAC）５）
から「Science and Technology in
 India‐Achievements, Capabilities 
& Vision」６）も出されている。
　政策決定においては、科学技
術関連のデータベースの整備と維
持が重要視されており、各省庁は
それぞれデータベースセンターを
持っている。科学技術情報に関す
る国家システムとしてはNational 
Information System for Science 
and Technology（NISSAT）が運
営されている。特に、情報通信省
の国立情報学センター（National 
Informatics Center：NIC） は 重
要な拠点であり、ネットワークを
構築して、各省庁や関連組織への
情報サービス、マネジメントシス
テムの開発、分析あるいはモデリ
ング、トレーニングなどを担って
いる。科学アカデミーの中で主要
な組織は Indian Science Congress 
Association（ISCA）で、1914以来、
毎年総会を開催しており、首相が
この総会の議事を進めることにな
っている。
　研究開発の分野例として、イ
ンドにとって最も重要な農業分
野を紹介する。かつて輸入依存
であった食料自給率が 100％にな
ったことは、独立後のインドの
最大のサクセスストーリーであ
る。農業分野の教育および研究
は、1929 年設立の Indian Council 
of Agricultural Research（ICAR）
がリーダーシップをとっている。
43研究所、４つの国立研究局、20
の国立研究センター、９プログラ
ムの理事会、70 の全インドレベ
ルの研究プロジェクト、109 の農
業センターで研究が行なわれてい
る。ICARは農業教育カリキュラ
ムも策定しており、26 の農業大
学、４つの国立研究所で実施され
ている。インドは森林・湿地・海
洋に非常に多くの生物種を有して
おり、生物多様性が重要視され、
種々の遺伝子バンクも設立されて
いる。また、環境森林省のもとで
も動植物の資源の記録がとられて
いる。
　科学技術の成果を経済・環境・
社会のメリットとして国民のた
めに最大限にしていくために、科
学産業研究局に科学産業研究委
員会（Council of Scientific and 
図表３　インドの科学技術体制
図表４　科学技術の主要な推進機関
Major Scientific Agencies
Defense Research and Development 
Organization
Council of Scientific & Industrial Research 
Department of Atomic Energy
Department of Biotechnology 
Ministry of Information and Technology 
Ministry of Ocean Development 
Department of Science & Technology 
Department of Space
Indian Council of Agricultural Research 
Indian Council of Medical Research
Ministry of Environment & Forests
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Industrial Research：CSIR、1942
年設立）があり、科学技術のほぼ
全ての側面をカバーするグローバ
ルプレーヤーとなっている。例え
ば、1970 年代のインドでは乳幼
児用ミルクやベビーフードが不足
していたが、他国籍企業の進出を
阻止し、国内で製造工程を開発し
て、企業組合にその知識を伝達す
ることで国内産業化を成功させ
た。CSIR では、同じような産業
振興を、安全な触媒・エイズ対策
の医薬品・大型スーパーコンピュ
ータ・竹の応用・ハイドレードの
資源化などの分野でも行なおうと
している。このほか、原子力エネ
ルギー局は原子力産業の数多くの
研究センターをもち、その中から
スピンオフ技術も生まれている。
宇宙関連技術もインドにとって重
要であるが、自立した形で研究開
発し、その宇宙技術を国民のため
に使っていく計画である。2025年
までのインドの宇宙開発計画のロ
ードマップが作成されている。ま
た、医学分野ではインド医学研究
評議会（Indian Council of Medical 
Research : ICMR）が調整役とな
っている。
　インドは、基礎研究という意味
では、世界のトップクラスにある
と自負している。現在の競争経済
においては、科学技術は国の発展
のために欠かせないものである。
日印両国は共通の関心事に対して
の共同プロジェクトを立ち上げ、
両国それぞれのニーズに応えてい
くべきではないかと考えている。
３‐３
インドの ICTにおける教育・
研究開発・その利用
Dr. B. K. Gairola
インド情報通信省
国立情報学センター副所長
　インドの ICTの歴史を振り返
ると、まず、独立後にインド工科
大学などを立ち上げ、コンピュー
タサイエンスを研究しはじめた。
70 年代に入ると市販品のハード
（コンピュータ）が入手できるよ
うになり、物理・化学・工学系の
演算に用いられるようになった。
80 年代はコンピュータの調達が
盛んになり、研究開発拠点は教育
とともにサービスを提供し、研究
開発を受諾する場となった。この
時期は主に研究開発志向ではあっ
たが、同時に ICT人材の雇用も
始まり、アプリケーションだけに
集中した短期教育コースも開始さ
れた。また、同時期に、学部ある
いは修士を終えた学生が米国に留
学するようになり、一部は研究者
や民間エンジニアとなって米国内
に残り、米印間に大きなつながり
が生まれた。これが大きな強みと
なり、インドは米国のバックヤー
ドという存在になり、結果的にこ
れが大きな転換点となった。ICT
人材の需要が拡大したため、教育
制度も開放・自由化が必要になり、
私立のエンジニアリングカレッジ
も生まれた。これは現在、年間約
20万人のエンジニアを輩出するま
でに成長している。90年代に入る
と、世界のどこからのアウトソー
シングに対しても自信を持って応
えられるようになり、2000 年代か
らは独自のソフトウェア開発も開
始している。今では、米国企業と
インド企業との間には強固な信頼
関係が出来上がり、米国の生産性
を上げるためにはインドに委託し
たほうがよいという状況になって
いる。
　インドの ICT教育は小学校か
ら開始される。現在、インドには
１億 1,500 万人の小学生がいる。
連邦政府・州政府は、過去 15年
間、小学校のコンピュータインフ
ラ整備を進め、グラフィクスやワ
ードプロセッサなどのアプリケー
ションに馴染ませることを目標に
してきた。英語を話す国民は多い
が、22 のローカル言語にも対応
する努力をしている。中学生は
4,500 万人おり、その 40％程度が
コンピュータを使用して、データ
ベースの使用法や簡単なプログラ
ミングを学んでいる。高等学校の
生徒は 3,000 万人であるが、高等
学校ではHTML、SQL、Ｃ言語
や JAVAなどを教えている。ICT
人材を輩出するために最も重要な
教育機関はカレッジである。１万
6,000 カレッジのうち技術系が約
1,500 で、1,000 万人の全学生数の
うち、コンピュータサイエンス
あるいはエンジニアリングを専攻
しているのは 20万人程度である。
ICT人材需要が大きいため、他分
野の人材を食ってしまっている状
況である。カレッジのカリキュラ
ムレベルは世界のトップクラスと
言える。インドの人口の半数が25
歳以下であるが、そのうちの最も
優秀な若手人材が ICTを専攻し
ていると言っていいだろう。200
カレッジには大学院があるが、大
学院はまだこれからの拡大が必要
である。このほか産業界でも、か
なり多くの企業が企業内の特定コ
ースをもち、国もこれらに対して
認定制度を設けている。人材需要
が非常に大きいため、企業側が受
講生の費用を負担する形で従業員
の育成を行なっている。
　インドにおいて、ICT人材育成
の最終目標は、知識経済への移行
である。ICTは、まず国内生産性
を高めるためのツールであり、次
に価値連鎖や知財の増大を狙い、
最終的にはインドをサービスのハ
ブとしていくための手段となるだ
ろう。ICT教育はイノベーション
を生み出し、インドを知識社会へ
と導くものである。まずは大きな
需要に応えるだけの人数を供給し
なければならない。しかし、教育
内容と産業界の要求レベルは乖離
しているため、現在は産業界の要
求レベルまで教育できる教職員の
育成に力を入れている。インター
ンのような制度や互いに教え合う
ピアグループ学習（Peer Group 
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Leaning）も有効と考えられるが、
そのためには十分なネットワーク
整備が必要である。
　研究開発には、既存の枠を超え
た革新性と創造性が求められてい
る。反復仕事をこなす能力だけを
教育しても、これらは生まれない。
我々は、教育・研究開発・その利
用の３つのコンポーネントは、オ
ンラインで統合して行なわなけれ
ばならない、という教訓を得てい
る。また、製品志向からサービス
志向への転換が起こっており、オ
ープンスタンスへの方向性も研究
開発における重要な視点である。
特に、ICT分野の研究開発では、
完璧主義よりもプロトタイピング
の迅速性のほうが重要である。イ
ノベーションの枠組みには、創造
とともに普及や吸収のプロセス
も必要であり、これらは創造より
も時間がかかる。我々はこの両方
をやっていかなければならない。
ICT分野のフロンティアとなる研
究やブレークスルータイプの研究
だけでなく、発展中の他の先進分
野や社会構造の最下層のための研
究（例えば、小学生向けのアプリ
ケーションソフトウェアなど）も
非常に重要である。研究開発投資
額について言えば、インドの研究
開発投資額は欧米や中国に比べて
非常に小さい。そのなかでも、情
報通信省の予算は他分野に比べれ
ば極めて小さい（図表５）。しか
し、インドが ICT分野の研究開
発を海外からアウトソーシングさ
れることにより生まれた市場は、
2003年には13億US$であったが、
2010 年には 91億US$程度になる
と予想される。
　ICTの活用先は、政府、産業界
（国内市場）、輸出の３つに分けら
れる。ICTの輸出市場は現在 180
億 US$ であるが、今後２年ほど
で 500 ～ 600 億 US$ までに伸び
るとされている。人材のほとんど
が輸出向けに当てられる状態が当
面続く。国内市場はまだ小さいた
め、まずは政府による技術導入が
牽引役にならなければならない。
ｅ政府は、政府の生産性・透明
性・市民サービスの向上を図るも
のである。５年ほど前から、政府
は市民を管理するのではなく、サ
ービスを提供するという方向へ視
点を変えている。インドは多様な
国であるため標準化図ることが非
常に難しいが、インフラを共有し
標準を設けることは今後必須とな
る。ICTのための環境整備はまだ
極めてわずかである（ex. PC普及
率 0.8％、インターネット普及率
0.4％など）。インドが知識社会へ
移行するためには、イノベーショ
ン環境の整備を進めていかねばな
らない。
図表５　 Growth in R&D Expenditure of Selected Central Government Scientific Agencies
 (approximate numbers)
DRDO：Defence Research and Development Organization（防衛研究開発機構）
DOS：Depertment of Space（宇宙局）
ICAR：Indian Council of Agricultural Research（農業研究委員会）
DAE：Department of Atomic Energy（核エネルギー局）
CSIR：Council of Scientific and Industrial Research（科学産業研究委員会）
DST：Department of Science & Technology（科学技術局）
ICMR：Indian Council of Medical Research（インド医学評議会）
MICT：Ministry of Communication and Information Technology（情報通信省）
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３‐４
インド高度人材の活用と
日印関係の拡大
小島　眞
拓殖大学大学院 国際協力学研究科教授
　インドの産業のなかでも1990年
代以降の IT産業の成長は目覚し
く、現在、売上高の対GDP比は
４％を超えるまでになっており、
その80％以上をソフトウェアが占
めている。ITサービスの輸出は、
90年代は年率 50％、2000 年代も
年率 30％で成長し、現在、輸出全
体の20％を越えて最大の輸出産業
となっている。また、最近の IT
産業の内訳は多様化しており、ソ
フトウェアサービス・事務委託・
設計等のエンジニアリングや研究
開発サービスなどがあるが、特
に事務委託の伸びが顕著である。
ITサービスの輸出は、今後も年
率28％程度の伸びが予想されてお
り、2010 年までに 600 億 US$ 程
度の規模まで成長し、対GDP比
は７％程度に達し、輸出全体の
30％を占める見込みである。
　インドのソフトウェア産業は
3,000 社以上の企業から成るが、
トップ５で輸出の46％を占めてい
る。これに多国籍企業の30％を加
えると、全体のおよそ 70％が民族
系企業ということになる。No.1 の
タタコンサルタンシー社は全世界
に 5万 5,000 人の従業員をもつ大
企業に成長している。
　インドの IT産業は、米国との
太いパイプがベースになってい
る。インド系の米国在住者は 200
万人以上と言われており、米国の
就労ビザのうち技術者などが取得
するH1ビザの 36％程度（2003年）
をインド出身者が占めている。イ
ンド系の米国在住者は、米国全体
の平均より高い所得を得ている。
シリコンバレーだけでも 30万人
程度の在住者がおり、この地の新
興企業の15％程度がインド出身者
の起業によるとされている。米国
企業は 90年代から海外へのオフ
ショアリング（海外アウトソーシ
ング）をはじめたが、ITのオフ
ショア先の８割はインドであると
言われている。インドから見ても、
ソフトウェア輸出の７割は米国向
けである。米国企業のインド進出
も活発で、インド国内に多くの雇
用機会を生んでおり、IBM社だ
けでもインド国内で 3万 5,000 人
を雇用している。世界の中で見て
も、ITのオフショア先としての
インドは非常に大きな地位を占め
ており、世界全体の ITサービス
の 65％、事務委託の 46％がイン
ドである。
　このようなインドの優位性の要
因は、豊富な高度人材、すなわち、
非常に数多くの理工系人材、英語
の堪能な学卒者、国際経験の豊か
なマネージャークラスの輩出にあ
る。加えて、企業における業務管
理能力（プロジェクトマネジメン
ト能力）の高さ、ソフトウェアの
品質管理も、国際的に高い評価を
受けている。ソフトウェアの品質
基準であるCMNというレベルに
おいて、最高段階のレベル５に認
定されているインド企業は現在85
社であるが、これは世界で最も多
く、1/3を占める。毎年、15万人
程度の IT技術者が新規雇用され
ており、現在、全世界でオフショ
アリング可能な IT人材の 28％程
度はインドにいるだろうと言われ
ている。しかし、それでも今後の
需要の伸びには追いつかず、今後、
50万人程度が不足すると推計され
ている。需要拡大のため、所得の
伸び率も年16％程度と大きい。
　アジアに目を向けると、イン
ドは日本以外の東アジアとの関係
拡大において顕著な動きが見られ
る。すでに中印貿易は日印貿易の
２倍以上、韓印貿易も日印貿易に
迫る水準である。現在、インドの
貿易相手国として日本は 10番目
であり、90 年代は５％程度であ
った日本のシェアは 2.5％程度に
下がっている。日本からの直接投
資も減少傾向にあったが、2005年
からは再度拡大しそうな気配も見
られ、インド進出企業数が増加に
転じている。現在、日本から最も
活発化しているのは証券投資であ
り、直接投資をかなり上回り、47
億US$に達している。
　以上のように、貿易や直接投
資という意味では、実質的な日
印関係は拡大しているとは言いが
たい。しかし、ハードに強い日
本とソフト強いインドは、潜在的
には補完関係を持っている。日本
は IT人材の不足に直面しており、
この問題は、今後、少子化など
の影響でますます深刻化する。ま
た、数だけではなく、プロジェク
トマネージャー、特に高度な IT
技術を駆使して企業経営を実施で
きる人材、いわゆる CIO（Chief 
Information Officer）を担えるよ
うな人材が極めて不足している。
日本は「ものづくりの国」と言わ
れるが、例えば、重要性の増して
いる組み込みソフトウェアの開発
人材は 7万 5,000 人程度も不足し
ているという統計も出ている。こ
れには国内の人材育成とともに、
海外の IT人材の活用という選択
が必須である。その場合、中国
とインドの比較が気になるところ
であるが、中国のソフトウェア規
模はインドを上回るものの輸出が
10％程度しかないため、輸出とい
う点では圧倒的にインドが強い。
しかし現在、日本からは、中国に
対してインドに対しての３倍もの
アウトソーシングが行なわれてい
る。インドから見ても日本向け輸
出はわずか３％程度である。今後、
日印間の IT協力を推進するため
には、双方の意志の疎通、特に、
言語や文化に対する理解が不可欠
であり、両方の言語や文化に精通
したブリッジソフトウェアエンジ
ニアの存在が必要であろう。しか
し、インドから日本への留学生は
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中国の１/200、バングラデッシュ
の４割程度、スリランカよりも少
なくネパールと同じくらいという
数である（図表６）。インドから
見た日本の大学の魅力を増し、留
学生の受け入れを拡大することが
まず重要であろうと考えられる。
３‐５
インドにおける数学教育と
研究
Prof. B. Chandra
インド工科大学デリー校　数学科長
　数学というのは文明の基本であ
る。誰であっても数学という普遍
的な言語から恩恵が受けられ、あ
らゆる種類の科学・工学・経済あ
るいは金融・生物学などにおいて、
高度なレベルの研究は数学の応用
無しには不可能である。数学の役
割は非常に広範である。インドは
数学において卓越な歴史を有して
いる。ヴェーダ（Vedic）数学は
古代インドのグルクルという教育
システムの本質部分であり、古代
の数学をリードしたリーダーも多
い。20世紀にインドの数学の栄光
は復活し、著名な数学者を多く輩
出した。インド統計研究所（ISI）
が創立され、その後もインド工科
大学（IIT）をはじめ、タタ研究
所などの基礎研究機関も創立され
た。IITはインド内の７箇所にあ
る国立の教育研究機関であるが、
毎年約 100 万人の受験者があり、
そのうち 3,500 人が入学できる。
７箇所全ての IITが数学科を有し
ており、私の居る IITデリー校も
数学科の学部・大学院が全ての数
学領域をカバーしている。数学科
は大きく分けて、「純粋数学」「応
用数学」「統計とオペレーションリ
サーチ」「コンピューティングと数
学関連領域」の４つに分類してい
る。最近要望の高まっている金融
数学のプログラムも提案中である。
数学科は女子学生に人気があり、
数学科の修士課程の60％、博士課
程の75％は女子学生で占められて
いる。代数・トポロジー・生物数
学などは、特に女子学生に人気が
ある。
　数学の研究開発を推進する政
府機関はMSO（Mathematical 
Science Office）であり、1994 年に
科学技術局（DST）の中に独立部
門として設立された。基本的に、
国家数学教育研究委員会・国家数
学委員会・中央計画委員会の数学
タスクグループなどの勧告を遂行
しており、特定R&Dプロジェク
トも支援している。また、原子力
局の中にも高等数学を扱う機関
（NBHM）があり、財政支援のほか、
数学オリンピックなども開催して
いる。その結果、インドは数学の
論文数において世界平均の２倍以
上を出しており、多くの国際研究
も行なわれている。インドの学校
教育のなかでは、第 10学年まで
の基礎レベルの間に数学と理科を
必須科目としている。第 11、12
学年では公的試験の結果によって
専門コースに分かれるが、数学を
選択しない学生は少数である。特
に最近、学生たちの間では、数学
は面白い学問であるとみなされて
いる。最近の傾向として、計算機
科学を用いたバイオロジー・金融
数学・コンピュータ科学などの分
野で、特に数学の役割が重視され
ている。例えば、バイオロジーで
はデータマイニング・樹木法など
の種々の統計解析が、また、金融
数学では経済理論ツールおよびポ
ートフォリオ・リスクマネジメン
ト・シナリオシミュレーション・
確率論などを用いた定量分析やモ
ンテカルロシミュレーションによ
る最適化などが重要な手法となっ
ている。
　若い世代への効果的な数学教育
は世界中で共通の課題となってい
るようだが、数学の探求が現世界
と懸け離れて、若い世代が数学を
つまらない科目であると感じてし
まうところに問題がある。これを
解決する革新的な教授法として、
数学の教育コースに数学研究室を
付随させ、研究室の中で学生に応
用を実践させることを提案する。
具体的に数学をどう使っていくか
という、学習の意味を実感させる
ような経験型の教育によって、学
生の数学への関心をより高め、身
に付けさせることができる。デリ
ーのトップクラスの教育機関は、
この方法を取り入れている。
　我々インドの数学者は、日本の
大学や研究機関との共同研究も強
く望んでいる。
３‐６
インドのバイオテクノロジー
産業の概観
Mr. H. Obrai
インド ITクラブ・キタテック社長
　インドでは、ITの次のブーム
はBT（バイオテクノロジー）で
あると言われている。
　今のところ、製薬業とBT産業
とは別々に考えられている。製薬
業界は、2004年度にすでに、前年
比 6.4％増の 60億US$の売上げが
あり、そのうち 37億 US$が輸出
分であり世界の 65カ国に輸出さ
れている。米国FDA承認の製造
図表６　日本への留学生数（2005 年５月現在）
Undergraduate Graduate Total
China 47,654 17,262 62,916 
India 108 256 364
Bangladesh 129 799 928
Sri Lanka 213 245 458
Nepal 124 238 362
学校基本調査報告書（平成 17年度）を基に講演者が集計
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施設は、米国以外では、現在、イ
ンドに最も多く存在している。イ
ンドの製薬産業は、2010年頃には
250億US$程度まで成長すると期
待されている。一方、BT産業は、
特定の生物系や酵素を扱う企業、
遺伝子工学・細胞培養・微生物・
生化学などを扱う企業、およびバ
イオインフォマティクスを扱う企
業などを指しており、創薬・サー
ビス・農業・工業・情報の５分野
に分けられる。この５分野の総計
は現在 10億 US$程度の規模であ
り、創薬がその 80％を占めてい
るが、伸び率という点では遺伝子
組み換え作物などによる農業分野
の伸びが目立つ。BT産業全体の
42％が輸出向けであるが、IT主
導型分野は輸出の割合が高く、臨
床検査などのサービスは92％、イ
ンフォマティクス分野は72％が輸
出となっている。インドの新薬検
査・バイオ研究・計測・データ管
理などの企業は特に注目されてお
り、インドはすでに、これらが非
常に活発な国となっている。また、
ワクチン生産・組み換え治療薬・
モノクローナル抗体においても注
目すべき国となっている。この５
分野の総計は、今後も年率30％以
上で伸び続け、2010年頃には50～
70 億 US$ まで成長すると期待さ
れている。したがって、製薬産業
と合わせれば 300 億 US$ 以上の
産業規模になると予測されている
のであり、同時期の IT産業の 1/2
程度の規模に達することになる。
　特に今後、インフォマティクス
分野は「バイオ IT」という意味で、
IT産業の成功を繰り返すことが
できるのではないかと期待されて
いる。知財問題は改善が図られ、
政府からの戦略的支援もあり、バ
イオ ITパークも設置されている。
この分野のハブとなっている地域
はハイデラバードである。バンガ
ロールは「インドのシリコンバレ
ー」と呼ばれているが、これに対
してハイデラバードは「インドの
ゲノムバレー」である。
　BTの研究開発は資本集約型
で、まとまった研究開発資金を
要する。したがって、BT研究開
発に対して政府の役割は大きく、
科学技術省バイオテクノロジー
局（DBT）が積極的に問題の洗
い出しや 10カ年計画作成などを
行なっている。政府系研究機関
としては、CSIR のなかにトップ
クラスの研究所と地域センター
がある。一方、業界から委託を受
けて研究を行なう独立法人の研究
機関もある。インドは知識社会へ
の移行を目指しているが、バイオ
テクノロジーはまさに知識集約型
の分野である。当然この分野の教
育にも力が入れられており、私立
系大学のカリキュラムも充実して
いる。しかし、大学を出たばかり
で、この産業分野にすぐに貢献で
きる専門家にはなれない。そこで
大学と産業界をつなぐインターフ
ェースの役割としてバイオジーン
（BiOZEEN）も設立された。これは、
バイオテクノロジー産業に役立つ
プロフェッショナルを養成する中
間的な機関である。
　この分野の日印関係を積極的に
進めているのは、日本ではC日
本貿易振興機構（JETRO）であ
り、インド側は経団連に相当す
るインド工業連盟（CII）やイン
ド商工会議所連盟（FICCI）、また
新興企業の組織としてはABLE
（Association of Biotech Led 
Enterprises）である。実際に日本
企業と手を組みたいと手を上げて
いるインド企業もいくつかある。
３‐７
論文分析に見る
インドの科学技術
桑原輝隆
科学技術政策研究所　総務研究官
　科学技術政策研究所では、科
学技術論文のデータベース分析か
ら、日本と他の国々を比較して、
日本の強み・弱みを見出す試みを
行なっている。このような方法で
インドの科学技術を見る場合、イ
ンドが一番強みを持っている IT
分野では論文というものの重要性
が高いわけではないため、インド
の実力を過小評価してしまう可能
性もあるが、その前提を踏まえた
うえで論文分析結果を紹介したい。
　インドは、英文論文量の世界シ
ェアという意味では、この 20年
間、大きなポジションの変化は無
かった。しかし例えば、薬理・毒
性学では 90年以降に他のアジア
諸国と同じように世界シェアを伸
ばしてきており、これらの地域の
バイオテクノロジー分野の発展と
の関連がうかがえる。一方、被引
用数が上位10％に入る論文数だけ
を取り出したデータベースによれ
ば、インドの世界シェアは数学・
物理・工学において上昇中であり、
これらの分野で質の向上があった
ものと推測される。ポートフォリ
オ的に見ると、インドは化学・材
料科学・物理などが相対的に強い
が、伸び率では材料科学とともに
医薬分野で伸びが見られている。
　また、科学技術政策研究所で
開拓した論文分析手法「急速に
発展する研究領域」７）によれば、
インドは基礎物理学、特に核物
理学の領域に存在感を示してい
る（図表７）。このような急速に
発展する領域の論文を詳しく見て
みると、例えば超対象性理論の研
究領域などではインドと日本の共
同研究が活発である。
３‐８
21世紀の竹：
インドにおける開発と
イノベーション
Mr. V. S. Oberoi
インド科学技術省
竹応用ミッションディレクター
　インド科学技術省には、技術
の予測・評価を行うTIFAC５）と
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呼ばれる組織があるが、「India 
Vision 2020」４）に示された内容を
単に予測と評価にとどめず、学際
的研究を取り入れた新しいプロジ
ェクトモデルを作り、実際の応用
例を数多く見出そうとしている。
竹応用ミッションはその一例で
ある。
　竹はイネ科の植物で、どのよう
な地形でも気候でも育ちやすく、
丈夫な材料である、成長が極めて
速く、毎年収穫しても再生可能な
資源であり、伝統的な竹の応用につ
いては 1,500 以上が文書化されて
いる。竹を資源と考えた場合、イ
ンドは世界第２位の資源国である。
　インドが竹に注目した最大の理
由は、1997 年、インド最高裁が、
過度の搾取を懸念して木材の伐採
を禁じたことにある。この判断に
より、合板あるいはパネル材業界
では 400 社閉鎖し 9,000 人もの失
業者が出た。２番目の理由は、竹
は全国に豊富に有るにもかかわら
ず十分生かされていない資源であ
ること、３番目の理由は、特にイ
ンドの貧しい地域に多く存在する
資源であることである。竹は何千
年にも渡って使われてきた材料で
あるが、このプロジェクトでは伝
統的な利用以外の新しい使用方法
を生み出そうとしている。空洞で
ある竹を輸送するのは無駄であり、
可能な限り栽培地の近くで価値と
雇用を創出すべきである。また、
竹の節は竹加工の際に無駄になり
がちであるが、その無駄が生じな
い方法を考えることも必要である。
　最初の実施例は、木材の代替
として、裁断した竹を樹脂とプレ
スして建築材とする活用例であっ
た。ここでは、化学・機械工学・
土木などの学際的研究を必要と
し、固い竹を加工する加工機械も
開発された。３時間程度で組み立
てられる 100％竹材の軽量プレハ
ブ住宅は、まず被災地で活用して
みた。構造材としては、EUなど
で検討されている自動車用ガラス
ファイバー削減に対応する竹繊維
の代替も研究している。一方、イ
ンドではタケノコを食べる習慣
がないが、バイオテクノロジーの
研究者によって、たんぱく質を含
み、発ガン抑制効果もあるタケノ
コを、輸出用の食用生産すること
が試みられた。さらに節などの部
分を無駄にしないために、これを
バイオマスとした 50k～ 1MW級
のガス化装置が開発された。軍の
依頼により、5kW級の可動性シ
ステムも実用化された。ガス化の
際には副生成物として木炭も得ら
れるが、発電と木炭生成のバラン
スの最適値を模索した。このほか、
竹の植林による防砂、葉の有機肥
料化、とげのある種の有刺鉄線と
しての利用、地下茎を利用した土
壌の安定化、低価格の補装具等へ
の応用も試みている。インドの竹
には、成長は早いが開花も早い種
が30％程度あり、この種は早いサ
イクルで発電や木炭化を考え、逆
に開花周期が長い種などでは、接
ぎ木による育成のほか、組織培養
なども検討している。竹の遺伝子
工学にも着手したところである。
　このように、あるモデルに対し
学際的に取り組むことで、科学技
術によるイノベーションを見出そ
うという検討のひとつが竹応用ミ
ッションである。
図表７　 インドの研究開発機関が存在を示している「急速に発展しつつある研究領域」７）
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　以下に、科学技術政策に関わる
質疑応答を取り上げておく。
①女性科学者を振興するような
　計画はあるか
　現在は、女性研究者は３％程度
であるが、対等な機会が与えられ
ており、女子学生の研究開発に対
する関心は高まる傾向にある（by 
Dr. Shanker）。
②海外で活躍するインド人科学者
　はどの程度か
　1950 年代からエンジニアを海
外に送り出してきたが、現在１万
人／年程度の研究者あるいは技術
者が海外へ行っている。累積では
100 万人程度に達していると思わ
れるが、その半数は ICT人材が
占めている（by Dr. Shanker）。
③ 「India Vision 2020」作成の
　狙いはなにか
　インドの将来ニーズを満たすた
めの科学技術インフラを整備する
ことである。統計を統合すること
により、重複した研究を避ける狙
いもある（by Dr. Shanker）。
4   科学技術政策に関わる質疑応答から 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
④インドの人口増加に対応する
　科学技術政策はあるか
　人口の伸び率は 70年代までの
2.5％程度から、現在 1.7％までに
下がっている。人口動態学的には、
2030 年頃に 13億人程度でピーク
を迎え、人口が減少するのは2050
年頃と予測されている。これまで
政府が最も目を向けてきたのは農
村地域であり、科学技術によって
農業生産性を高める、あるいは農
業所得を高める、といったことが
望まれてきた。もちろん人口増加
自体は望ましいことではないが、
これまでは深刻な問題として捉え
られてきた人口問題が、現在では
インドのアドバンテージであると
いう考え方も出てきている。地球
の全人口の1/6を占めるというこ
とにより、サービスおよびモノの供
給の多くをインドが担うことがで
きるはずであり、今後のグローバル
化のアジェンダに関わっていける
ものと考えられる。また、豊かさが
少子化に繋がっていくということ
は世界各国で見られている現象で
あり、インドもいずれそうなってい
くと思われる（by Mr. Thakur）。
⑤インドからの日本への留学生の
　少なさは、言語の問題のみで
　解決するか
　言葉のバリアは大きいと考え
られるので、通訳やその他の何ら
かの方法で軽減できれば、大きな
進歩が得られると思われる（by 
Prof. Chandra）。英語の問題だけ
ではなく、ODAによる留学生支
援がインドには適用されていな
い、などという資金面の環境にも
問題があると思われる（by Prof. 
Kojima）。
⑥ 日印間の橋渡しになる人材育成と
しては、日本からインドへ留学さ
せることによって、インドの優れ
た数学やソフトウェアを学ばせる
ほうが効率的ではないか
　2005年の小泉首相の訪印後、日
印交流が強化されている。すでに
日本企業からの若いエンジニア派
遣も毎年 100人単位で始まってい
る。また、日印の大学間あるいは
研究機関間ではMOUが提携され
始めている。あと数年も経てば、
なんらかの効果が現れてくると
思われる（by Dr. Gairola and Mr. 
Obrai）。
5   まとめ 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　近年の世界の中でのインドへの
注目度からすると、科学技術に関
する日印の情報交換の場は極めて
不足している。今回のセミナーの
ように、インド大使館関係者およ
びインド本国からの招聘者から直
接に情報を得る機会は、インドの
発展と科学技術との関係を知るう
えで、さらに今後の良好な日印関
係を考えるうえで、非常に有意義
なものと思われる。科学技術政策
研究所では、今後もなんらかの継
続の機会を考えていきたい。
　特に、今回のセミナーでは、近
年注目されているインドの ICT
産業やバイオ産業の大きな発展
が、かつてインドから米国へ渡っ
た留学生がもたらした米印間の人
的交流効果に依るものであること
が明らかにされた。インドから日
本への留学生数の異常な少なさが
続くようでは、科学技術の日印交
流が自然に増加していく可能性は
極めて低い。この点については、
具体的促進策を考えていくべきで
あろう。また、今後の日印間では、
両国の強みに補完関係があること
に注目した交流強化が望ましい方
向性と考えられる。
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